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サステナビリティ経営の実現 
～社会的課題解決と業績向上の両立に向けて～
株式会社グロービス ディレクター  新村 正樹

AGENDA TALK

サステナビリティを追求する「企業理念経営」
オムロン株式会社 取締役会長  立石 文雄
株式会社グロービス マネジング・ディレクター  西 恵一郎
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サステナビリティを追求する
「企業理念経営」

［対 談］
A G E N D A  T A L K

SDGsやESGといった言葉が一般にも知られるようになり、これまでの社会や産業のあり方が
根本的に問われる時代になってきました。オムロンは創業間もない頃から、社会的課題の解決
によってよりよい社会をつくることを企業としての使命に掲げています。立石文雄会長は、自社
の企業理念が単なる文言に留まらず、社員一人ひとりの日々の仕事の中で実践されるべく、
様々な施策を打ち出してこられました。時代の趨勢を先取りしていたかのようなオムロンの活動
はなぜ可能だったのか、その要諦はどこにあるのか、グロービスの西との対談で解き明かします。

立石 文雄   Fumio Tateishi

1949年7月生まれ。1972年慶應義塾大
学商学部卒業後、1975年に立石電機

（現オムロン）に入社。以来、企業理念経
営の推進に携わり、組織改革や制度構築
を手がけてきた。1997年取締役、ヨーロッ
パ現地法人トップとなる。1999年執行役
員常務、2001年グループ戦略室長を経
て、2003年執行役員副社長兼インダスト
リアルオートメーションビジネスカンパニー
社長に就任。2008年取締役副会長、
2013年取締役会長となり、現在に至る。
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企業の求心力の源泉を 
創業家から企業理念に

西　今日、世界は様々な課題を抱

え、大きな転換期にあるようです。そう

した中で御社は、社会的課題の解決

を事業として、持続可能な社会づくり

に取り組まれてきた極めて先駆的な

企業であると感じます。まず、これまで

どのような発想、視野で企業運営をさ

れてきたのかを伺いたいと思います。

立石　弊社は事業を通じて社会の

発展に貢献することを使命と考えて

きましたが、その拠り所は、創業者の

立石一真が1959年に制定した社

憲です。「われわれの働きで　われわ

れの生活を向上し　よりよい社会を

つくりましょう」というその一文に企業

としての基本精神がすべて込められ

ています。

西　社憲を定めようと判断されたの

はなぜですか。

立石　社憲を定めるまでに11年の

歳月をかけていますが、その過程で

三つの転機があったようです。一つ

には日本中で労働争議が頻発して

いた時代に、経営側と社員がどうす

れば同じ方向を向くことができるだろ

うか、という創業者の「苦悩」があり

ました。もう一つには、そうした中で創

オムロン株式会社
1933年、立石一真が立石電機製作所を
創業、48年に商号を立石電機株式会社
に、さらに59年に商標をOMRONに制定、
90年に社名をオムロン株式会社としまし
た。1960年に無接点近接スイッチを開発
したのを皮切りに、電子式自動感応信号
機、無人駅システム、オンライン現金自動
支払機など、世界初の製品を次々に世に
送りました。自動化技術、センサ技術などで
日本のオートメーションを牽引し、現在、制
御機器、電子部品、社会システム、ヘルス
ケアの四事業を全世界で展開しています。

C o m p a n y  P r o f i l e

西 恵一郎   Keiichiro Nishi

株式会社グロービス マネジング・ディ
レクター 顧彼思（上海）企業管理諮
詢有限公司 薫事。早稲田大学政治
経済学部卒業。INSEAD IEP修了。
2000年に三菱商事に入社。グロービ
スでは法人向けコンサルティング事業
で、リーダー育成、組織開発を伴う組
織変革に一貫して従事。2011年から
中国法人立上げを行い、2017年から
法人事業の責任者を務める。
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業者が米国を視察した際の体験…

米国民が星条旗への思いやフロン

ティアスピリットという共通理念のも

とに団結して力を発揮する姿を目の

当たりにしたことに強く「感銘」を受

けたようです。そしてもう一つは、経

済同友会のセミナーで触れたという

“ 企業とは社会に奉仕するために存

在する”という考え方に、理念の重

要性を「確信」したと聞いています。

西　理念を経営の仕組みにまで落と

し込むには相当のご苦労があったの

ではないでしょうか。

立石　これはいくつかの段階を経て

います。1990年に社憲の発展形で

ある企業理念を策定※1しました。その

後、創業者が亡くなり、創業者を直

接知る人が少なくなったこと、2003年

に創業家以外から初めての社長を出

その点でも企業理念を求心力にした

判断は正しかったと思います。

西　最上位に掲げた企業理念のも

とに、経営のスタンスなども明文化さ

れていますね。

立石　経営のスタンスは企業理念

を経営でいかに実践するかを示した

もので、「長期ビジョンを掲げて社会

的課題を解決する」、「真のグローバ

ル企業をめざして公正かつ透明性の

ある経営をする」、「ステークホール

ダーと責任ある対話をし信頼関係を

結ぶ」という三つの柱からなります。

さらにそこから、10年ごとの「長期ビ

ジョン」と「オムロングループマネジメ

ントポリシー」を示しています。特にマ

ネジメントポリシーは3、4年の準備を

重ねて2017年に施行し、これによっ

てマネジメントルールを日本国内だけ

でなく、世界共通のものにできました。

グローバルという点ではこれは大きな

したことをきっかけに、2006年に企業

の求心力を、創業者・創業家から企

業理念に移すことを宣言しました。

　企業理念を求心力にすれば、誰

が経営トップになっても求心力は影

響を受けずに組織は発展していけま

す。また企業理念は、“ 壁にかけた

絵 ”であってはならず、業務の中で実

践されるべきものと考えていますから、

企業理念は“壁にかけた絵”
であってはならない

※1 オムロンの企業理念は、以下のように構成されている。（2015年5月改定版）

社憲（Our Mission）
われわれの働きで　われわれの生活を向上し　よりよい社会をつくりましょう

私たちが大切にする価値観（Our Values）
・�ソーシャルニーズの創造 

私たちは、世に先駆けて新たな価値を創造し続けます。
・�絶えざるチャレンジ 

私たちは、失敗を恐れず情熱をもって挑戦し続けます。
・�人間性の尊重 

私たちは、誠実であることを誇りとし、人間の可能性を信じ続けます。
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転換点だったと思います。

事業とサステナビリティを
一体化

西　多くの企業では、CSRなどは、事

業と一線を画した慈善活動といった

色彩が強いですね。それに対し、御

社では社会的課題の解決自体が事

業であり、収益に結びついています。

これを可能にした要因は何でしょうか。

立石　もちろん、一つには創業期か

ら「事業を通じて社会に貢献する」と

いう考え方があったことで、それが自

動改札機をはじめとする無人駅シス

テム、電子式自動感応信号機、金

融機関などのCDやATMといった世

界初の製品群にもつながりました。

　その原動力になったのは創業以来

受け継いできたベンチャースピリットで

す。創業者は本拠地の京都で地元

財界の方々と組んで日本初のベン

チャーキャピタルを設立したこともあり

ます。チャレンジはたとえ失敗しても学

びがあるものですから、社員には大い

にチャレンジしてほしいと考えていま

す。もう一つは、2017年からの最終

の中期経営計画にサステナビリティ

目標をはじめて設定したことです。本

当は、長期ビジョンに組み込んでいき

たかったのですが、過渡期であったの

で中計で組み入れました。2022年か

らスタートする次期長期ビジョンには、

サステナビリティ目標を組み込む予定

です。オムロンでは、事業とサステナ

ビリティ（持続可能性）を一体化して

いることも鍵だと思います。

西　よくある慈善事業やメセナ（芸術

文化支援）の発想とは違うわけですね。

立石　その通りです。事業とサステ

ナビリティを別々にすると経営の負担

が重くなります。しかし一体化すれば、

A G E N D A  T A L K
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事業によって社会的課題を解決し、

そこで上がった収益をまた社会的課

題の解決に投入するという拡大再

生産が可能になり、経営的にも効率

が高まります。

西　ただSDGsは一般的に言って、

かなり大きな枠組みですから、具体

的に事業に落とし込むには工夫が

必要になりますね。

立石　そうです。そこでオムロンでは

事業本部（カンパニー）ごとの非財務

目標をSDGsに関連付けました。企

業全体のミッションはあっても、現場

からすると、「遠くの理想」になりやす

いので、自分事として受け止めてもら

うように2014年4月にカンパニーご

とにビジョンを定め、社員の理解を促

しました。事業ごとに直結するテーマ

を設定することで自分事として取り組

みが進み、大きく変わりましたね。社

員が自身の事業の中で、社会的課

題の解決に取り組むようになったの

です。

西　そうしたきめ細かな施策があるか
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らこそ、理念とミッションとチャレンジ

がうまくつながっているんですね。と

ころで、企業理念の中で「ソーシャル

ニーズ」という言葉を使われています

が、これもオムロンならではですよね。

一般的には「顧客ニーズ」と言うこと

が多いと思うのですが。

立石　確かにそういう企業は珍しい

でしょうね。もちろんビジネスはお客

様あってこそで、顧客ニーズはとても

大切ですが、オムロンでは、顧客ニー

ズへの対応というより、まずわれわれ

がお客様に先立ってソーシャルニー

ズを発見することが重要と考えてい

ます。そうすることで、より高い次元

での価値提供を行うことができるわけ

です。最近はお客様もソーシャルニー

ズへの関心は高く、こうした考えに共

感いただくことも増えています。

未来を見通す羅針盤
「SINIC理論」

西　オムロンと言えば、立石一真さ

んの打ち立てた「SINIC（サイニック）

理論」※2も有名です。科学・技術・

社会の相互関係を人類史的に俯瞰

したこの理論の驚くべき点は、非常

に早い時期に今日の社会のありよう

を予測し、しかもそのように変遷して

いることですね。

立石　SINIC 理論は言わば経営の

羅針盤としての役割を果たしていま

す。「よりよい社会をめざす」と考えて

も、その「よりよい社会」とはどのよう

な社会なのかが明確でなくては、どこ

に向かえばよいのかわかりません。そ

の意味でSINIC 理論は未来への教

科書となり得ます。

西　SINIC理論によれば現在は「最

適化社会」で、2025年くらいから「自

律社会」になると予測されています。

立石　オムロンではSINIC 理論を参

考に、過去からのフォーキャスト（順算

思考）で10年間の長期ビジョンを立

案してきました。しかしAIやIoTといっ

た技術が普及し始めたことから、2017

年からスタートした中計では、2020年

のさらに10年先の世界を見据え、

2030年に向けて社会構造や人々の

価値観がどのように変化するのかを描

きました。来年度から2030年をゴール

とする新たな長期ビジョンがスタートし

ます。次期長期ビジョンに向けて、あ

るべき社会の姿からバックキャスト（逆

算思考）してギャップを炙り出し、不足

するリソースをどう補っていけばよいの

か、今、議論を重ねているところです。

西　自社に先行する対象がいるとき

はキャッチアップに専念すればよいの

ですが、不確実性が高い状況では

キャッチアップというより、自分が先

頭に立って未来を作っていく必要が

あり、この点、日本企業は上手くでき

ていない印象です。しかしオムロンの

場合、先頭に立ってもバックキャスト

が可能になっている。これはSINIC

理論の力なんですね。

立石　創業者も「経営で最も大切

なのは未来を予測することだ」とよく

言っていました。

グローバルに理念を浸透・
実践する仕組みをつくる

西　企業理念を浸透させる手段に

ついてはどうお考えですか。

立石　企業理念は、基本は一貫し

ていますがより伝わりやすいように時

代に合わせて少しずつ変化させてい

ます。これまで1998年、2006年、

2015年と3回の改定を行っている

のですが、考えてみれば約8年おき

に見直してきたことになります。世の

中の変化の周期がそれぐらいなのか

もしれませんね。理念に対する共感

を広げ経営に落とし込むための要は、

共感と共鳴の場を広げること、そして

価値観を一方的に押し付けるのでは

顧客ニーズへの対応を超えて、
ソーシャルニーズを創造するということ
※2　参考：未来を描く「SINIC理論」（オムロンコーポレートサイト） 

https://www.omron.com/jp/ja/about/corporate/vision/sinic/theory.html
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なく、自発性を尊重することですね。

西　具体的な手段としてはどのよう

なことをされましたか。

立石　社長が各事業所を回り、若手

社員と膝詰めで語り合う「社長車座」、

企業理念について会長の私と現地

幹部社員が語り合う「企業理念ミッ

ショナリーダイアログ」などがあります。

私が会長に就任したのは2013年で

すが、この年から2020年にかけて、海

外18拠点で38回、総計700名の現

地幹部社員と対話を重ねました。

　現在はコロナ禍のため、オンライン

で実施しています。昨年リモートで実

施したアジアパシフィックエリアのダ

イアログでは、現地幹部社員66名と

交流し、参加者がこれからどのように

して「企業理念」を実践していくのか

ということを語り合いました。一回のダ

イアログには3、4時間をかけています。

西　オムロンの本気度を感じますね。

実践例としては先日拝見した、TOGA

（The OMRON Global Awards）が

印象的です。グローバルな規模で企

業理念を実践されていることがよくわ

かり、非常に感銘を受けました。

立石　ありがとうございます。TOGA

は業績表彰的な催しではなく、将来

に向けた企業理念の実践やチャレン

ジを発表し、共有する場です。9回目

を迎えましたが、初期とはかなりテー

マが変化してきました。社会的課題

を発見しながら解決をめざし、新しい

A G E N D A  T A L K

TOGA （The OMRON Global Awards）
オムロングループが2012年から始めた、チームで企業理念に基づくテーマを宣言し、実践する活動で、社
会的課題の解決、社会・顧客への価値創造について話し合い、情報共有する機会となっている。ルール
は、旗（テーマ）を立て宣言する、チームで挑戦する、企業理念の実践であること、の三つ。チームは部署や
エリアを横断した編成も可能。プロセスを重視するので失敗事例でもチャレンジとして評価の対象となる。
毎年エリアごとにプレゼンテーションと選考会を実施、13の優れたテーマを選出し、議論が交わされる。
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事業を推進しようとする事例が増えて

います。TOGAはオムロンの成長に

欠かせない取り組みになっています。

西　企業理念の実践はもとより、それ

がイノベーションにつながっている事

例も多いですね。しかも世界の各拠

点が日本の本社を気にせず、自立的

に、柔軟に取り組んでリバースイノベー

ションが起きていることにも驚きました。

立石　ヨーロッパで形になったアイ

デアが南米で使われるといったよう

に、日本を介さず、海外拠点同士で

連携することも少なくありません。ま

た現地企業との連携も多いですね。

これはオムロンがその国に進出させ

ていただいたことに応え、現地企業

と一緒にその国の社会的課題を解

決したいと考えているからです。オム

ロンでは現地企業が顧客となる比率

も非常に高いと思います。

ますます重視される 
非財務的価値

西　企業がサステナビリティに前向

きに取り組み、社会との共存をはか

るという潮流は続くと思いますが、今

後についてどうお考えでしょうか。

立石　これからの企業は、利益もさ

ることながら、サステナビリティなどの

社会的価値の創出がますます必要

になるでしょう。それを進めていくと結

果的に非財務的価値が増えていき

ます。オムロンの時価総額に対する

非財務的価値の割合は現在72%※

で、これは電子・電機業界の中ではか

なり高い方だと思います。非財務的

サステナビリティ経営は、企業における価値創造のあり方を大きく見直すほ
どの重大な変化であることを改めて感じました。社会価値を実現する中で、
経済価値を作り出していくためには、従来の仕組みの改善では到底追いつ
けません。そこには企業そのものを変革させ、イノベーションを作り出していく
ことがセットで必要だということが、立石会長との対談を通じて深く理解できま
した。本対談でお伺いした、創業から長年取り組まれたからこその創意工夫
や考え方を通じて、ヒントを得ていただけたら幸いです。（西）

対談を終えて ──

サ
ス
テ
ナ
ビ
リ
テ
ィ
は

事
業
と
一
体
化
し
て

進
め
る
べ
き
も
の

価値はこれからさらに重視されるでしょ

う。今後、ミレニアル世代やZ 世代

が社会の中心を占めるようになると、

この意識は一層強くなると思います。

西　他企業の参考になるご意見が

あれば伺いたいと思います。

立石　繰り返しになりますが、サステ

ナビリティの追求と事業を一体化す

ることを心がけるべきだと思います。一

体化すれば経営への負担は小さくな

り、社会的課題の解決は進み、非財

務的価値が増します。また一人ひとり

の社員にとっては、課題解決が “自

分事 ”になり、それがモチベーション

アップにもつながります。オムロンでは

こうした正のスパイラルを積極的に回

し、これからも社会により多くの価値

を提供していきたいと考えています。

※2021年9月末時点
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サステナビリティ経営は世界的潮流に

　皆さんの会社では社会的課題やサステナビリティに取

り組んでいるだろうか。多くの場合、Yesだと思う。SDGｓ、

Society 5.0、統合報告書やTCFD（気候関連財務情

報開示タスクフォース）への取り組みなどのほか、中期経

営計画にサステナビリティへの取り組みを記載する企業も

増えた。かつてのCSRとは質が違い、より事業や組織運

営に密接に関わる活動になってきた。

　どう取り組むかは産業分野や業種によっても異なる。も

ともと環境関連分野やDXの領域に強みを持っている企

業、グリーン&デジタル産業への投資の追い風を受けてい

る企業などは、本業を通じての社会的課題解決への取り

組みが業績に直結する。

　一方、調達や製造、物流や製品の使用などにおいてサ

ステナビリティへの取り組みを行っている企業は負荷が大

きい。自社の主力製品・サービスの産業構造が変革期を迎

えている企業（モビリティ産業など）も、サステナビリティが

業績向上に直結するとは限らない。しかしそうした企業でも

取り組まざるを得ないことも事実。そうしなければこの世界

的潮流に押し流され、ビジネスチャンスや市場を失うからだ。

　ではもう一歩踏み込んで、社会的課題やサステナビリ

ティへの取り組みが収益や業績の向上に結びついている

か、と尋ねたら、Yesと答える企業は少ないのではないだろ

うか。その理由を解き明かしつつ、解説していく。

経営陣の中に存在するギャップ

　まず企業が、社会的課題の解決やサステナビリティの

実現、SDGｓ達成に向けて取り組むようになった基本的な

理由を考えると、大きく次の4点が挙げられよう。

　１つめは外圧。ESGや2050年のカーボンニュートラル宣

言、新車のEV 化目標、GPIFの投資方針、TCFDと東証

プライムの基準など、政府や金融市場からのプレッシャー。

　２つめは市場性。カーボンニュートラルは企業へのプレッ

シャーであると同時に成長領域でもある。政府や企業の

投資により、約束された巨大市場が見込まれる。

　３つめは、自社の理念やパーパスの体現。業績に結び

つく場合はCSVであるし、そうでない活動だとCSRとして

の取り組みになる。波及効果として企業理念が具現化で

きていることは、企業のブランド価値向上につながる（ここ

までの3点は、P.10 図1を参照）。

　４つめは、他の多くの企業が取り組んでいるから、世のト

レンドに従おうという受動的な理由。

　私の業務でも、サステナビリティ経営についての相談は

新村 正樹  
株式会社グロービス  ディレクター

サステナビリティ
経営の実現

～社会的課題解決と業績向上の
両立に向けて～

D i r e c t o r ' s  E y e
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近年ますます増えている。特に経営全般を見る立場にい

る方は高い意識を持つ人が多く、現状維持に甘んじては

ビジネスの規模が縮小していくという危機感もある。

　ところが、管掌領域や責任範囲によって意識に差があ

り、目の前の目標や事業部門の業績を担う責任者になる

と、社会的課題の解決を新事業に結びつける志向は薄れ

る。このギャップは、企業がサステナビリティ経営を推進す

る阻害要因となる。これをどう解消するかが重要だ。

社会的課題の解決を 
イノベーションの起爆剤に

　また、意欲的な企業を見ていくと、前述した4つの理由以

外の動機に突き動かされていることがわかる。それはイノベー

ションへの期待だ。例えば、巻頭インタビューにあったオム

ロンのTOGAはその事例の一つだろう。とはいえ、企業が

イノベーションを目指すとき、多くの場合、P.11 図2のように

既存ビジネスとその周辺領域にこだわる傾向がある。これ

はアプローチしやすいように見えるからだが、探索し尽くした

分野でもあり、実際には困難だ。本業主体で考えると、

CO2排出量の削減、省エネルギーなど、どこにでもある取り

組みに終始してしまう可能性が高い。むしろ新しい領域に

注目する方がイノベーションの可能性が広がるとも言える。

　一方、本業で環境関連技術に関わっている企業はイノ

ベーションにおいても有利なように見える。しかしこうした

分野には世界中から企業が殺到する（レッドオーシャン化

している）。業種や本業が何であれ、先入観を持たず、取

り組むことが大切だろう。

社内障壁をなくし 
事業開発プロジェクトで人を育成

　では、サステナビリティを経営に取り入れていくために、

必要な施策を考えてみたい。単に理念や環境変化への

適応というお題目で終わらせるのではなく、実際の取り組

みや行動に落とし込んでいくことが重要である。

　まず、1つめに経営陣による議論が必要だ。経営陣が

サステナビリティについて学び、自社なりに意味を定義し、

つながりを確認する。自社として取り組む領域を決めなくて

はならない。ただ、役員合宿や勉強会では、社内の力学、

社会的課題への理解不足などが障壁となってあるべき議

論ができない場合がある。そこで第三者がファシリテーター

として入り、この障壁を壊し、議論の活性化や方向付けを

することも有用である。グロービスでもファシリテーターとし

て役員会議に参加する事例は多い。その目的は経営陣

に、サステナビリティへの取り組みが一過性でやり過ごせ

る取り組みではないこと、不可逆的であり、今取り組まなけ

ればステークホルダーから選ばれなくなること、故に本気で

取り組まなければならないことを認識してもらうことだ。

　2つめに実際のプロジェクトを行うことも効果的である。社

会的課題を解決して収益化を目指す事業開発プロジェクト、

例えば、自治体と組んでの地方創生プロジェクトなどだ。事

企業をとりまく
サステナビリティ要請の背景

［図1］

企業がサステナビリティを推進する理由
を、代表的なステークホルダーから見る
と、右のように整理できる。顧客や投資
家だけでなく、取引先や自社の従業員か
らもサステナビリティ推進への期待、要
請は強まっている。サステナビリティに
は、社会に貢献するという公的なイメー
ジがあるが、現代では企業が生き残るた
めの必須条件でもあることがわかる。

※1  KBF（Key Buying Factor）＝購買決定要因
※2  D&I（Diversity & Inclusion）＝多様性の受容

イミ消費やエシカル消費といった消費行動が浸透してきて
いる。消費者の価値観も大きく変化しており、KBF※1にサ
ステナビリティへの配慮という軸が確立しつつある。

顧 客

Z世代は社会に貢献している企業を選んでおり、パーパスに
基づく意思決定を求めている。企業はD&I※2を実現できな
ければ、人材の確保に困窮することになる。

従業員

ESG投資の拡大を背景に、
外部不経済を生む事業から
の投資撤退や議決権行使
が行われている。ESGに配
慮しない企業は、資金調達
が困難となる恐れもある。

投資家
サプライチェーン上の人権
遵守、環境への配慮がより
一層求められている。責任
あるマネジメントができなけ
れば、大きな機会損失を
被ることになる。

取引先

企 業
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に取り組むことができるだろう。

　同時に彼らには、社会価値と経済価値を両立させるビ

ジネスモデルを、とことん考えてもらうことが重要だ。いか

に対価を得られるレベルで課題を設定し、解決策を描くか

を試行錯誤しなくてはならない。次世代リーダーにはその

難しさに向き合い、乗り越えてもらうことが必要だと思う。

　当然のことだが、社会的課題は1社だけではどうにもなら

ないことも少なくない。他の部門や企業、自治体などとパー

トナーシップを組む必要がある。そこまで主体的に社内外と

のつながりを求めていくことでイノベーションが起きる。

　さらに、彼らの提言を、経営陣がどう受け止めるかも非常

に重要だ。フィードバックには経営陣の見識も求められる。

採用に値する提言は、継続検討や社内のプロジェクトへの

取り込みを行い、実行まで移していく経営陣のコミットも求

められる。経営陣にも、次世代リーダーにも求められるハー

ドルは高いが、そこまで取り組むことで組織が変わってくる。

業開発の経験のない参加者たちにも、本番環境を用意 

し、単なる机上の学習ではなく、事業化を前提として取り組

んでもらう。ここで外部のコンサルタントがアウトプットづくりま

で踏み込むと、自発性、再現性が損なわれる。地方創生に

つながる持続性のある事業を検討し、地域の人を巻き込ん

でいく事業開発の壁に向き合い参加者自身が乗り越えてい

くように、適切なフィードバックを行っていくことがカギになる。

次世代リーダーを育て 
動かすことが組織を変える

　そして3つめが、次世代のリーダー層に向けたサステナ

ビリティ経営の浸透だ。日本企業の場合、要となるのは

「影響力のあるミドル」。人望があり、意欲のあるミドルが

変わると組織も変わるのである。具体的には、部長、課

長、若手の3層で、各層20名程度を選抜して次世代リー

ダー育成を行い、そこで経営陣への提言を実施する企業

が多い。テーマは、自社の本業に近い領域ではなく、社会

的課題を扱う機会も増えている。

　難しいのは、社会的課題についての表面的なインプット

（有識者の講演や見学ツアーなど）だけでは受け身の姿勢

になってしまい、提言のために何かすればよいという形式

的な取り組みに落ちてしまうことだ。本当に大切なのは、

次世代リーダー自らが気づくこと。選抜人材には知的好

奇心の強い人も多い。自発的なリサーチを通じて、解決す

べきだと強く思う社会的課題を自ら特定できれば、主体的

上智大学法学部国際関係法学科卒業、ノー
スウェスタン大学ケロッグ経営大学院EDP

（Executive Development Program）修了。
株式会社ジャパンエナジー（現ENEOS株式
会社）にて法務、販売に従事した後、2000年
グロービスに入社。スクール部門、ファカルティ・
コンテンツ部門を経て、現在はコーポレート・ソ
リューション部門のディレクターとして企業の
人材育成、組織開発に携わるほか、人・組織、
変革領域に関するコンテンツ開発、グロービス
経営大学院の教員、企業研修の講師も務める。
企業向けのアクションラーニングでは、社会的
課題解決やテクノベート領域での成長戦略立
案、事業開発のプロジェクトを担当している。

株式会社グロービス  
ディレクター

新村 正樹   
Masaki Niimura

イノベーションの
3つのタイプ
一口にイノベーションと言っても多様性
があるが、「企業が提供するもの」と「市
場の領域」という視点で3つに分類でき
る。図の面積からもわかるように、中核
部分に行くほど企業が精通している領
域で取り組みやすいが、レッドオーシャン
化していて開拓の余地は小さい。逆に
外周部に行くほど、未知の領域になる難
しさはあるが、開拓の余地は大きい。

［図2］

活
動
領
域

新
市
場
の

創
出

隣
接
市
場

へ
の
参
入

既
存
市
場
の

ニ
ー
ズ
対
応

成功する方法

既存の製品・
資産の活用

漸進的に製品・
資産を追加

製品・資産を
新しく開発

出典：DHBR2012年8月号「イノベーション戦略の
70:20:10の法則」（B. Nagji and G. Tuff）

既存の顧客向けに
既存の製品を最適化する

中核的
イニシアティブ

ブレークスルー製品を
開発し、まだ存在しない
市場に向けた創出を行う

革新的
イニシアティブ

既存の事業から
「自社にとって新しい」
事業へと拡大する

隣 接
イニシアティブ
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2021年6月にコーポレートガバナンス・コードが改訂・施行され、

プライム市場に上場する企業は形式・実質面共に

取締役・執行役員改革が求められることに。

企業価値を高めるために、今後日本企業はどのようなガバナンス体制を構築していけばいいのか。

2021年9月24日にコーン・フェリー／グロービス共催コーポレートガバナンス・サミット

「企業のガバナンス体制をいかに構築するか」を開催した。

本サミットでは、コーン・フェリーの柴田氏が、

ガバナンスの高度化を推進させる論点についてプレゼンテーションを行い、

先進的なガバナンス改革を実践している明治安田生命保険の根岸氏が

事例をもとに社外取締役に期待することについて講演した。

また、多くの大手・外資系企業で社外取締役を務める岡氏と平手氏を迎え、

グロービスの西による司会進行のもと日本企業が取り入れるべき

ガバナンス体制の要諦などについてディスカッションが行われた。

コーン・フェリー／グロービス共催

C o n f e r e n c e  R e p o r t

コーポレート・ガバナンス
改革を考える

取締役会のあり方とは

柴田 彰氏 
コーン・フェリー・ジャパン株式会社 

コンサルティング部門責任者 
シニア クライアント パートナー

平手 晴彦氏 
Hirate&associates株式会社

代表取締役社長

西 恵一郎 
株式会社グロービス 

マネジング・ディレクター

根岸 秋男氏 
明治安田生命保険 

相互会社  
取締役会長

岡 俊子氏 
株式会社岡&カンパニー  

代表取締役
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　本サミットのオープニングでは、グローバルで取締役会コ

ンサルティングの豊富な実績を持つコーン・フェリーの柴田

彰氏が登壇。コーポレート・ガバナンスを通じて経営を高

度化させるための論点について説明した。

　2021年6月に東京証券取引所から施行されたコーポ

レートガバナンス・コードの改訂により、本腰を入れてガバ

ナンス改革に乗り出す日本企業が増えてきた。社外取締

役の人材不足が各所で指摘されており、これを機に取締

役会の構成を再考するために、取締役のスキル・マトリック

スから着手という企業も出てきている。しかし、まだまだ形

式的なガバナンス対応に留まっている企業が多いと、柴

田氏は警鐘を鳴らす。

「日本企業では、監督と執行の未分化という問題があり、

取締役と執行の完全分離は避けて通れない検討テーマ

になってきています。そのため、ガバナンス改革は取締役

会だけではなく、経営執行体制の見直しまで踏み込まなけ

ればなりません」

　つまりガバナンス改革では、取締役会と経営執行体制

の双方をセットで考えていく必要があるというのだ。そこで、

まず取締役会においてポイントになるのが「取締役会が目

指すべき姿」である。グローバル企業における取締役会を

リサーチすると、次の４つの発展段階があることが分かった。

•�第1段階…コンプライアンス上のリスクをヘッジするた

めの「基礎段階」

•�第2段階…全取締役が企業の長期目標と戦略を共有

し、将来の成長を主導する「成長志向」

AGENDA. 1

取締役会だけでなく執行体制の
見直しまで踏み込んだ改革が必要

何を目指して取締役会の構成を考えるのか？
•�コーン・フェリーの世界規模での調査研究から、 

取締役会には発展段階があることがわかっている
•�どの段階を目指すのかを念頭に置いて、 

取締役会の構成を考える必要がある

©2021 Korn Ferry. All rights reserved

・ �コンプライアンス上のリスク
に対して、健全な視点から
チェックがかかる

・ �独立性を有する社外取締役
が、取締役会の一定割合を
満たしている

概 要

取締役会
の構成

・ �全取締役が企業の長期目標
と戦略を共有し、将来の成長
を主導する

・ �取締役会が、成長を支える能
力と経験（国際経験やM&A
等）を有している

・ �これまでとは異なるビジネス
モデルと組織への変革を、取
締役会が後押しする

・ �変革の方向性に合わせて、
取締役会に従前とは異なる
資質と能力が必要になる

・ �企業の永続性を確保するた
めに、取締役会はより高次な
視点からガバナンスを行う

・ �真 の 意 味でのダイバーシ
ティーを持った取締役会の構
成が必須

基本的な
コンプライアンス

基本的な
コンプライアンス

基本的な
コンプライアンス

基本的な
コンプライアンス

成長志向成長志向

変革実現変革実現

真のダイバーシティー

成長志向

取締役会の発展段階（コーン・フェリーの調査から）

2. 成長志向

3. 変革実現

4. 永続的な発展

1. 基礎段階
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　サミット後半では、日本企業が取り入れるべきガバナンス

体制の要諦などについて、ディスカッションが行われた。

西　まず、みなさんにお聞きします。ガバナンスを機能させ

るために何が重要ですか。

岡　私は「経営陣のスタンス」だと思います。会社が社外

取締役にどういった姿勢で接するかという点です。

　今回のコーポ−レートガバナンス・コードの改訂で、社外

取締役のスキル・マトリックスに経営経験が求められるよう

になりました。また他社での経営経験を有する経営人材を

社外取締役に入れることを求めています。日本は、これま

で終身雇用でしたから、経営経験が1社だけで、モニタリン

グボードは未経験、といった社外取締役も多いわけです。

そうなると、執行力の弱い企業ほど「執行と監督」を分離

できずに、取締役会が混乱をきたしてしまう可能性がありま

•�第3段階…新たなビジネスモデルと組織への変革を取

締役会が後押しする「変革実現」

•�第4段階…高次な視点からガバナンスを行える「真の

ダイバーシティー」を持った「永続的な発展」

　最終的な発展形にある「真のダイバーシティー」につい

ては、柴田氏は次のように補足した。

「多くの企業ではまだまだ外形基準のダイバーシティーを

整える傾向が強いですが、本来のダイバーシティーは進化

論的なアプローチで考えるべきだと思います。企業を永続

的に発展させていくために、どういう論点が想定されて、ど

ういう社外取締役を選ぶべきか、自社なりのロジックを立て

ていくことが重要です。GAFAの取締役会などを見れば分

かるように、多様な意見こそ自分たちを進化させることがで

きます。日本企業もこうした発想をもっとキャッチアップして

いくべきだと思います」

　一方、経営執行体制は、人に紐付いた「メンバーシップ型」

から脱却していく、次の4つの発展段階が考えられるという。

•�第1段階…執行役員の明確な定義がなく、“ 人 ”に紐

付いた「メンバーシップ型」

•�第2段階…執行役員をポストと捉え、機能を明確にす

る「ジョブ型」の導入

•�第3段階…各役員ポストの人材要件を定義して、「適

所適材」を強化

•�第4段階…ビジネスモデルの変革に必要不可欠な

「CXO制」の導入

「ここで注意すべきは、執行体制を段階的に進化させる

ことです。メンバーシップ型からいきなりCXO 制を導入し

て、役割が明確にならないまま組織を再構築しても、本当

の意味での経営の機動性は高まりません。上記の4つの

ステップを踏んで体制を整備していくことが大切です」

　このあと、先進的なガバナンス改革を実践している明治

安田生命保険の根岸氏が事例をもとに社外取締役に期

待することについて講演を行った。

AGENDA. 2

ガバナンスの高度化に必要不可欠なこととは
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※本サミットの質疑応答を含めた全編は、グロービス知見録よりご覧いただけます。

す。この課題を解決するためには、経営陣で自社のボード

の方向性を議論して、固めておく必要があります。

平手　私も「経営陣のスタンス」が鍵になると思います。ま

だまだ日本企業は、監督する側と、執行する側が重複して

おり、社内組織の責任レベルの延長線上に取締役のポス

トがあるように思います。執行と監督を分離する重要性を、

若い社員も含めてしっかりと教育していくことが大切です。

西　日本では、「所有と経営」が一体化している企業が多

く、「所有と経営」や「監督と執行」を分離していくことが、

今後ビッグイシューになってくると思います。そこで、私から

も質問なのですが、監督することが不正の抑制機能として

大きな役割を担っていると思いますが、企業のパフォーマ

ンスを向上させるという点では、いかがでしょうか。

平手　昨年の6月まで、私がコーポレート・オフィサーを務

めていた武田薬品工業では、2019年に6兆2000億円で

アイルランドの製薬大手シャイアーを買収しました。この案

件が非常に好事例だと思います。

　この買収の計画段階では、取締役会でも非常に活発

な意見が交わされました。もし執行側と取締役側が未分

化の状態でこの案件を進めていたら、おそらく株主総会で

の厳しい質問に対して適切な説明を行えるまでの議論は

尽くせなかったと思います。そのくらい、あらゆる方面からこ

の買収の妥当性を検討し尽くしました。

西　執行と監督が分離しているからこそ、正しい方向で戦

略的な議論ができ、企業としても最大限のパフォーマンス

を発揮できたということですね。

根岸　私は、経営者がどれだけ今の経営に危機感を持っ

ているかだと思います。経営者は説明責任を必ず求められ

ます。この説明責任は極めて重大で、何かリスクが起こっ

たときの真意にもなります。それともう1つ大事なのは、主

役は取締役でも執行役員でもなく、あくまで経営者だとい

うことです。経営者は「会社として将来こういうことを目指

したい」という考えを持って、社外取締役の方 と々議論を

重ね、様々な刺激や気づきをもらわなければなりません。経

営者はそれを忘れないでほしいですね。

柴田　根岸さんがおっしゃったように、私も経営者が取締

役会の力をどれだけ信じられるか、ここに全てがかかってい

ると思います。様々な意見を聞くことによって、企業のガバ

ナンスを高度化できる。それを腹の底から信じている経営

者のいる企業が実現できますし、それが信じられない経営

者の企業は形式だけで止まってしまいます。

　このあとサミットは質疑応答へと進み「サクセッションプ

ラン（後継者育成）」や「報酬の妥当性」を進める上での、

社外取締役に対する準備について更なるディスカッション

が行われた。コーポレート・ガバナンスの現状とこれからに

ついて、様々な角度からの問題が提起され、意見を交わす

場となった。

■ 動画　
https://globis.jp/article/56710

■ テキスト　
https://globis.jp/article/56714
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第2回 グロービス経営者セミナー

2021年11月23日に第10回G1経営者会議を開催しました。

パーパス経営で推進する、DX企業に向けたフルモデルチェンジ

G1経営者会議2021

2022年2月3日（木）16：00～17：30  グロービス東京校

富士通株式会社

時田 隆仁 氏
（代表取締役社長 兼 CDXO）

　グロービス経営者セミナーは、これまでG-Agendaの誌面にご登場いただい

た経営者の方をゲストとしてお迎えします。

　今回はCX・DXを加速するパーパス経営をテーマとして、富士通株式会社  

時田隆仁社長にご登壇いただきます。社会における同社の存在意義そのものを

大きく見直し、パーパスの実現とより良い社会への貢献に向けた、富士通にお

けるフルモデルチェンジの「その後」と「これから」についてお話を伺います。

　皆さまのご参加をお待ちしております。

https://gce.globis.co.jp/seminar/tokyo/20220203
下記URLよりお申込みいただけます

　今回のG1経営者会議は、石倉洋子氏（デジタル庁 デジタル監）、

水野弘道氏（国連事務総長 特使）、山下良則氏（株式会社リコー 

代表取締役 社長執行役員・CEO）をはじめとした、政界・財界・

学界の第一線で活躍するリーダーの方にお越しいただきました。

　全体会と5つの分科会（「デジタル」「グリーン」「企業経営」「組織

マネジメント」「社会・文化」）からなる20以上のセッションが行われ、

日本の成長戦略の実現に向けて、オンライン参加を含む約390名

の経営リーダーと議論を交わしました。

グリーン・デジタルで進化する
ステークホルダー経営

第10回  G1経営者会議テーマ


